
令和５年度税制改正大綱の概要                     株式会社コントロール社 

本稿は、『令和５年度税制改正大綱』(令和４年12月16日 自由民主党･公明党)を基に、その他各省庁資料などから参考資料を抜粋して作成しています。 

今後法令の詳細が明らかになりました際に、記事内容と相違が出る可能性がありますことを予めご了承ください。         禁無断複写・転載 

３ 法人課税 

１ 研究開発税制の見直し(大綱 P.59～62) 

 試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)について、次の見直しが行われます。 

① 一般試験研究費の額に係る税額控除制度について、次の見直しが行われます。 

イ 税額控除率を次のとおり見直し、その下限を１％(現行：２％)に引き下げた上、その上限を14％

(原則：10％)とする特例の適用期限が３年(令和８年３月31日まで)延長されます。 

(イ)増減試験研究費割合が12％超 

11.5％＋(増減試験研究費割合－12％)×0.375 
 

(ロ)増減試験研究費割合が12％以下 

11.5％－(12％－増減試験研究費割合)×0.25 

ロ 令和５年４月１日から令和８年３月31日までの間に開始する各事業年度の控除税額の上限につい

て、増減試験研究費割合が４％を超える部分１％当たり当期の法人税額の0.625％(５％が上限と

されます。)を加算し、増減試験研究費割合がマイナス４％を下回る部分１％当たり当期の法人税

額の0.625％(５％が上限とされます。)を減算する特例が設けられます。 

(注)試験研究費の額が平均売上金額の10％を超える場合には、上記の特例と試験研究費の額が平均売上金

額の10％を超える場合における控除税額の上限の上乗せ特例とのうち控除税額の上限が大きくなる

方の特例を適用することとされます。 

ハ 試験研究費の額が平均売上金額の10％を超える場合における税額控除率の特例及び控除税額の上

限の上乗せ特例の適用期限が３年(令和８年３月31日まで)延長されます。 

ニ 基準年度比売上金額減少割合が２％以上等の場合における控除税額の限の上乗せ特例は、適用期

限の到来(令和５年３月31日)をもって廃止されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業省 説明資料) 
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②中小企業技術基盤強化税制について、次の見直しが行われます。 

イ 増減試験研究費割合が9.4％を超える場合の特例を増減試験研究費割合が12％を超える場合に次

のとおりとする特例に見直した上、その適用期限が３年(令和８年３月31日まで)延長されます。 

(イ)12％＋(増減試験研究費割合－12％)×0.375 

(注)税額控除率は、17％が上限 

 

(ロ)控除税額の上限に当期の法人税額の10％が上乗せされます。 

ロ 試験研究費の額が平均売上金額の10％を超える場合における税額控除率の特例及び控除税額の上

限の上乗せ特例の適用期限が３年(令和８年３月31日まで)延長されます。 

ハ 基準年度比売上金額減少割合が２％以上等の場合における控除税額の上限の上乗せ特例は、適用

期限の到来(令和５年３月31日)をもって廃止されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業省 説明資料) 

 

③その他、オープンイノベーション型の見直しや、試験研究費の範囲が見直されます。 
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２ 地域における活力(大綱 P.63～64) 

①中小企業者等の法人税の軽減税率の特例の適用期限が２年(令和７年３月31日まで)延長されます。 

②中小企業投資促進税制について、次の見直しを行った上、その適用期限が２年(令和７年３月31日まで)

延長されます。 

(イ)対象資産から、コインランドリー業(主要な事業であるものを除きます。)の用に供する機械装

置でその管理のおおむね全部を他の者に委託するものを除外する。 

(ロ)対象資産について、総トン数500トン以上の船舶にあっては、環境への負荷の低減に資する設備

の設置状況等を国土交通大臣に届け出た船舶に限定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業省 説明資料) 

③中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は税額控除制度(中小企業経営強化

税制)について、関係法令の改正を前提に特定経営力向上設備等の対象からコインランドリー業又は暗号

資産マイニング業(主要な事業であるものを除きます。)の用に供する資産でその管理のおおむね全部を

他の者に委託するものを除外した上、その適用期限が２年(令和７年３月31日まで)延長されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業省 説明資料) 
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３ その他の租税特別措置(大綱 P.67～72) 

①特定船舶の特別償却制度について、対象となる船舶の見直し等を行った上、その適用期限が３年(令和

８年３月31日まで)延長されます。 

②短期の土地譲渡益に対する追加課税制度の適用停止措置の期限が３年(令和８年３月31日まで)延長さ

れます。 

③デジタルトランスフォーメーション投資促進税制について、主務大臣の確認要件の見直しを行った上、

その適用期限が２年(令和７年３月31日まで)延長されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業省 説明資料) 

④医療用機器等の特別償却制度について、医療用機器に係る措置の対象機器の見直しを行った上、制度の

適用期限が２年(令和７年３月31日まで)延長されます。 

⑤特定の資産の買換えの場合等の課税の特例について、既成市街地等の内から外への買換えを適用対象

から除外する他､一定の見直しを行った上､その適用期限が３年(令和８年３月31日まで)延長されます。 


